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建設リサイクル推進に係る方策（とりまとめ案）の目次構成

※下線部：前回方策の構成からの変更点

１ これまでの施策経緯
（１）平成１２年以前（循環型社会形成推進基本法、建設リサイクル法制定前）

（２）平成１２年～平成２０年以前（循環型社会形成推進基本法、建設リサイクル法制定後～建設リサイクル推進
計画２００８策定前）

（３）平成２０年～平成２６年（建設リサイクル推進計画２００８策定後～現在）

２ 中期的に目指すべき方向性
（１）当面の主要課題

①将来的な建設副産物の発生増への対応
②地域ごとに異なる建設リサイクルに係る課題
③循環型社会の形成に向けた建設リサイクル分野としての貢献③循環型社会の形成に向けた建設リサイクル分野としての貢献

（２）目標設定のあり方

３ 当面の主要課題に対して新たに取り組むべき重点方策
（１）建設副産物物流のモニタリング強化 （４）現場分別・施設搬出の徹底強化（１）建設副産物物流のモニタリング強化 （４）現場分別 施設搬出の徹底強化
（２）地域固有の課題解決の促進 （５）建設工事における再生資材の利用促進
（３）他の環境政策との統合的展開への理解促進 （６）建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化

４ 建設リサイクル推進にあたり引き続き取り組むべき方策４ 建設リサイクル推進にあたり引き続き取り組むべき方策
（１）情報管理と物流管理 （６）発生抑制
（２）関係者の連携強化 （７）現場分別
（３）理解と参画の推進 （８）再資源化・縮減
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（４）建設リサイクル市場の育成 （９）適正処理
（５）技術開発等の推進 （10）再使用・再生資材の利用



１ これまでの施策経緯の概要

（１）平成１２年以前（循環型社会形成推進基本法 建設リサイクル法制定前）（１）平成１２年以前（循環型社会形成推進基本法、建設リサイクル法制定前）
○建設副産物のうち排出量・最終処分量で大きな割合を占めていたアスファルト・コンク

リート塊、コンクリート塊、建設発生土を重点対象品目とし、リサイクル原則化ルール
等の施策を推進等の施策を推進

○建設廃棄物全体の再資源化等率は平成１２年度には８５％と平成７年度の５８％より
大幅に向上

（２）平成１２年～平成２０年以前（循環型社会形成推進基本法、建設リサイクル法制定後
～建設リサイクル推進計画２００８策定前）

○建設リサイクル法によりコンクリート 木材 アスファルト・コンクリートを対象とする特定○建設リサイクル法によりコンクリ ト、木材、アスファルト コンクリ トを対象とする特定
建設資材廃棄物の分別解体、再資源化を義務づけ

○建設廃棄物全体の再資源化等率は平成１７年度には９２％、平成２０年度には９４％と
平成１２年度よりさらに向上平成１２年度よりさらに向上

（３）平成２０年～平成２６年（建設リサイクル推進計画２００８策定後～現在）
○「建設リサイクル推進計画２００８」を策定し、「①関係者の意識の向上と連携強化」、建設 推 」を策定 、 ①関係者 識 携強 」、

「②持続可能な社会を実現するための他の環境政策との統合的展開」、「③民間主体
の創造的取り組みを軸とした建設リサイクル市場の育成と技術開発の推進」を柱とし
た各種施策を展開
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○建設廃棄物全体の再資源化等率は９６％と平成２０年度よりさらに向上



２ 中期的に目指すべき方向性(1/2)

（１）当面の主要課題

①将来的な建設副産物の発生増への対応
社会資本の維持管理 更新時代の到来による 将来的な建設副産物の発生増の懸・社会資本の維持管理・更新時代の到来による、将来的な建設副産物の発生増の懸
念があり、新たな局面でのリサイクルの対応が必要

②地域ごとに異なる建設リサイクルに係る課題②地域ごとに異なる建設リサイクルに係る課題
・大都市圏における再生クラッシャランの滞留懸念など特定の地域での懸念あり

③循環型社会の形成に向けた建設リサイクル分野としての貢献③循環型社会の形成に向けた建設リサイクル分野としての貢献
・建設リサイクル推進計画２００８に引き続き、第４次環境基本計画、第３次循環型社

会形成推進基本計画、国土交通省環境行動計画で示された観点を踏まえた施策を
推進推進

（２）目標設定のあり方

・全般的には再資源化・縮減率は高くなっており、現在のところ順調であるが、一部、
H24目標が未達成となった品目があり、その改善は必要（建設混合廃棄物、建設
発生木材）
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発 木材）
・他品目よりも目標設定がやや低い建設汚泥、建設発生土についても引き続き取り組

みが必要



２ 中期的に目指すべき方向性(2/2)

H24 H24
品目 指標

H24
目標値

H24
実績値

次期目標値の方向性 次期目標値案

アスファルト・
コンクリート塊

再資源化
率

98％以上 99.5％ 率が低下しない様に
維持

98～99%以上
コンクリ ト塊 率 維持

コンクリート塊 再資源化
率

98％以上 99.3％ 率が低下しない様に
維持

98～99%以上

建設混合廃棄物 排出量 205万トン 280万トン 率ベースの指標に改めて
混廃としての排出を抑制

混廃排出率3.5～4%

建設発生木材 再資源化・
縮減率

95％以上 94.4％ これまでの目標値を目指す 95%以上

建設汚泥 再資源化 82％ 85 0％ より高い目標値を設定 85 90%建設汚泥 再資源化・
縮減率

82％ 85.0％ より高い目標値を設定 85～90%

品目 指標
H24

目標値
H24

実績値
次期目標値
の方向性

次期目標値案

建設発生土 有効利用
率

87％ 88.3％ より高い目標値を設定 90%以上
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率



建設混合廃棄物の目標達成に向けた具体的取組案(1/2)

■建設混合廃棄物のリサイクルフロー 課題①（直接最終処分29%を再資源化施設等へ
搬出）：
【要因（仮説含む）】
(1)品目内訳と搬出可能性は下表と推察

主な内訳品目 搬出可能性

単位：万トン
再資源化施設における再資源化・縮減率 81.7%

主な内訳品目 搬出可能性

土砂混じり残渣、そ
の他ガレキ類（Co塊、
As塊以外）、ガラス
陶磁器くず

再資源化施設で対応可であり、現場
分別・施設搬出を徹底すべき。

①
70%
③再資源化施設へ

再資源化
57%　⑥再資源化施設後

再利用 160

②工事間利用　0

石膏ボード粉混じり
残渣、木質系セメン
ト板

現状では施設での対応は厳しいので
はないか？

石綿含有建材 最終処分せざるを得ないため、フ
ロ 上 別途整理すべき

①
　場外搬出量

280

③再資源化施設へ
197

29% ⑤最終処分 80

施設

0.3%⑦再資源化施設減量化量 1

　　　　再利用　160

1%④焼却施設へ2
  13% ⑧再資源化施設後
　　　　　　最終処分量 36

課題①

課題②

(2)再資源化施設より近距離に処分場があり、

各々の受入費に運搬費も含めたコスト比較の
結果、直接処分を選択

ロー上、別途整理すべき。29% ⑤最終処分 80

最終処分

0.1% ⑩焼却施設後最終処分 0.4
1% ⑨焼却施設減量化量 2

課題①

課題③
管理指標：排出量

（=場外搬出量）
結果、直接処分を選択

【施策メニュー案】

●直接処分品目の内訳の詳細調査を実施し、現
場分別・施設搬出可能な品目を確認（建設業
界及び産廃業界との意見交換）出典：平成24年度建設副産物実態調査（国土交通省）

最終処分117

再資源化・縮減率  (②＋⑥＋⑦＋⑨)
　　　　　　　　       　　 　　　 ① ＝58.2%

界及び産廃業界との意見交換）

●建設業界に対して、分別可能な混入物の現場
分別ならびに個別品目としての施設搬出徹底
を協力依頼

●個別 事毎 混廃 搬出状況（品目 搬出先

出典：平成24年度建設副産物実態調査（国土交通省）
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●個別工事毎の混廃の搬出状況（品目、搬出先、
直接最終処分の要因など）をモニタリングし、
施設搬出が不十分な業者へ個別要請



建設混合廃棄物の目標達成に向けた具体的取組案(2/2)

■建設混合廃棄物のリサイクルフロー

課題②（施設経由処分13%の再資源化を促
進）：
【要因】
(1)他品目に比べて再生処理の技術的 人

単位：万トン

②工事間利用　0

再資源化施設における再資源化・縮減率 81.7%
全
建
設 (1)他品目に比べて再生処理の技術的・人

的な手間が大きい。
(2)施設毎に再資源化・縮減率が異なる。

140

①
　場外搬出量

280

70%
③再資源化施設へ

197

再資源化
施設

57%　⑥再資源化施設後
　　　　　再利用　160

課題②

設
廃
棄
物
場
外
搬

122

80

100

120

140
54.7%※H24建設副産物実態調査で調査

票提出があった施設のみ

29% ⑤最終処分 80
0.3%⑦再資源化施設減量化量 1

0.1% ⑩焼却施設後最終処分 0.4

1%④焼却施設へ2

1% ⑨焼却施設減量化量 2

  13% ⑧再資源化施設後
　　　　　　最終処分量 36

課題①

搬
出
量

7,269

20
27

20

40

60

80
施
設
数

12.1%
9.0%

平均値 81.7%

最終処分117

再資源化・縮減率  (②＋⑥＋⑦＋⑨)
　　　　　　　　       　　 　　　 ① ＝58.2%

課題③
管理指標：排出量

（=場外搬出量）

課題③（指標が工事量に影響され、適切な評価が困難）：
【要因】経済動向や社会情勢等により建設工事量が変動 【施策メニュ 案】

11

1
5 7

11
7

12

0

20

0～10% 10～20% 20～30% 30～40% 40～50% 50～60% 60～70% 70～80% 80～90% 90～100%

再資源化施設における建設混合廃棄物の再資源化・縮減率 N=223

出典：平成24年度建設副産物実態調査（国土交通省）

【要因】経済動向や社会情勢等により建設工事量が変動。
【施策メニュー案】

●「建設混合廃棄物排出率（＝建設混合廃棄物排出量
／全建設廃棄物排出量）」へ指標変更

【施策メニュー案】

●関係省庁、産廃業界と連携し、混廃の再
資源化・縮減率や再生製品の活用状況
等が優れた優良施設を把握・公表
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建設廃棄物排出量）」 指標変更
（参考）近年の混廃排出率：H17：3.8%、H20：4.2%、

H24：3.9%
●優良施設への搬出の優先実施を工事契

約図書で規定



建設発生木材の更なる再利用促進に向けた具体的取組案

■建設発生木材のリサイクルフロー
単位：万トン

2% ②工事間利用　11

課題①（直接最終処分5%を再資源化施設等へ
搬出）：

【要因（仮説含む）】

再資源化施設における再資源化・縮減率
99.6%

①
　場外搬出量

500
89%
③再資源化施設へ

445

再資源化
施設 87%　⑥再資源化施設後

　　　　　再利用　435

課題①

【要因（仮説含む）】
(1)内訳品目と搬出可能性を下表と推察。

主な排出形態 搬出可能性

生木 資源化施設 対応 あり 現場

5% ⑤最終処分 24

2%⑦再資源化施設減量化量 9

0.4% ⑩焼却施設後最終処分 2

4%④焼却施設へ20
焼却施設

3% ⑨焼却施設減量化量 17

 0.4% ⑧再資源化施設後最終処分量 2

課題②

管理指標：再資源化・縮減率

生木 再資源化施設で対応可であり、現場
分別・施設搬出を徹底すべき。

根、土砂付着木材、腐食した木材 再資源化施設あるいは焼却施設で対
応可では？

CCA処理木材 最終処分せざるを得ないため、フロー
上 別途整理すべき。

出典：平成24年度建設副産物実態調査（国土交通省）

再資源化・縮減率  (②＋⑥＋⑦＋⑨)
　　　　　　　　       　　 　　　 ① ＝94.4% 【施策メニュー案】

●直接処分排出形態の詳細調査を実施し 再資

上、別途整理すべき。

●直接処分排出形態の詳細調査を実施し、再資
源化施設搬出可能な形態を確認（建設業界及
び産廃業界との意見交換）

●建設業界に対して 再資源化施設へ搬出可能

課題②（焼却施設での熱回収を促進）：
【要因】
(1)導入コストに見合った効果が得られにくい。

●建設業界に対して、再資源化施設へ搬出可能
なものの搬出徹底を協力依頼

●個別工事毎の木材の搬出状況（形態、搬出先、
直接最終処分 要因など）を タ グ

( ) 見 果
(2)熱回収システムの導入効果への理解が十分

浸透していない。
【施策メニュー案】

●関係省庁と連携し バイオマス発電などの先進
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直接最終処分の要因など）をモニタリングし、
施設搬出が不十分な業者へ個別要請

●関係省庁と連携し、バイオマス発電などの先進

的な取組事例での導入効果等に関するＰＲ資

料を作成・周知し、サーマルリサイクルを促進



建設汚泥の再利用促進に向けた具体的取組案
単位：万トン

■建設汚泥のリサイクルフロー
課題①（直接最終処分が %を再資源化施設 搬出）

①

1%　②工事間利用　4

⑤再資源化施設後再利用
448

68%

課題①（直接最終処分が8%を再資源化施設へ搬出）：

【要因（仮説含む）】
(1)排出形態と搬出可能性を下表と推察。

再資源化施設における再資源化・縮減率 92.7%

①
場外搬出量

657 91% ③再資源化施設へ
598

再資源化
施設

448

7%　⑦再資源化施設後
最終処分 44課題①

課題②

主な排出形態 搬出可能性

1工事からの発生量が少量、
高含水率の汚泥

再資源化施設で対応可であり、現場分別・
施設搬出を徹底すべき。

自然由来重金属含有した 最終処分せざるを得ないため、フロー上、別

8%　④最終処分55

⑥再資源化施設
　減量化量 107

最終処分98

16%

　　　 最終処分　44課題①

管理指標：再資源化・縮減率
(2)再資源化施設より近距離に処分場があり、施設受入

費または最終処分費に、運搬費も含めたコスト比較の

自然由来重金属含有した
汚泥 途整理すべき。

課題②（施設経由処分7%の再資源化を促進）：
【要因】

180 平均値 92 7%

出典：平成24年度建設副産物実態調査（国土交通省）

費または最終処分費に、運搬費も含めた スト比較の
結果、直接処分となる場合が地方部であり。

【施策メニュー案】

再資源化・縮減率　 （②＋⑤＋⑥）
　　　　　　　          　　　　　①

＝85.0%

【要因】
(1)処理土に再生しても
利用先がない。
(2)施設内の再資源化・
縮減率が低い施設が

153

80

100

120

140

160

施
設
数

89.0%

平均値 92.7%

●直接処分排出形態の詳細調査を実施し、施設搬出可
能な形態を確認（建設業界及び産廃業界との意見交
換）

※H24建設副産物実態調査で調査
票提出があった施設のみ

縮減率が低い施設が一
部あり。
【施策メニュー案】
●汚泥の現場内・工事

間利用並びに汚泥再生品利用の好事例集の作成・公表

5
1 1 1 1 3 2 2 3

0

20

40

60

0～10% 10～20% 20～30% 30～40% 40～50% 50～60% 60～70% 70～80% 80～90% 90～100%

再資源化施設における建設汚泥の再資源化・縮減率 N=172

●建設業界に対して、再資源化施設へ搬出可能なもの
の搬出徹底を協力依頼

●個別工事毎の汚泥の搬出状況（形態、搬出先、直接最間利用並びに汚泥再生品利用の好事例集の作成・公表
●関係省庁、産廃業界と連携し、汚泥の再資源化・縮減

率や再生品活用状況等が優れた施設を把握・公表
●優良施設への搬出の優先実施を工事契約図書で規定
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●個別 事毎 汚泥 搬出状況（形態、搬出先、直接最
終処分の要因など）をモニタリングし、施設搬出が不十
分な業者へ個別要請



建設発生土の再利用促進に向けた具体的取組案(1/2)

■建設発生土のリサイクルフロー■建設発生土のリサイクルフ

管理指標：建設発生土利用率

課題①（内陸受入地搬出3割を工事間利用に転換）：
【要因】 (1)これまでの工事間利用調整は公共機関のみで実施しており、

民間事業者との連携が不十分
(2)発生土利用側の公共工事よりも近距離に民間のストックヤー

単位：万ｍ3

⑩
現場内
利用量
14,625

建
　
設

　利用土砂の建設発生土利用率　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＝88.3%
　（②＋③＋⑥＋⑦＋⑩）
　　　　　　 ⑨＋⑩

(2)発生土利用側の公共工事よりも近距離に民間のストックヤ
ドや土捨場があり、コスト比較の結果、それらへの搬出を選択

【施策メニュー案】

●民間事業者を含めた建設発生土の搬出予定・利用希望等の「建設発

②工事間利用（内陸部工事、海面事業等）
4,332

（うちｽﾄｯｸﾔ ﾄﾞ経由1 154）

⑨
　搬入土砂
　利用量

7,841

⑧新材
（山砂等）
　　2,633

19%

12%

31% 土

設
　
発
　
生
　
土
　
発

●民間事業者を含めた建設発生土の搬出予定 利用希望等の 建設発
生土総合情報交換システム」を構築し、官民一体でのマッチング強化

＜情報登録・マッチングの手順＞

①工事実施者が発生場所、まだ搬出先が決まっていない土量、土質、

9 042

①
場外搬出量

14,079

（うちｽﾄｯｸﾔｰﾄ 経由1,154）

③土質改良プラント 706

⑦再生砂　144
（ｺﾝｸﾘｰﾄ塊より）

3%
0.1%

5%

64%

⑥建設汚泥処理土 26 1%

砂

利

用

量

　
生
　
量

課題①

①工事実施者が発生場所、まだ搬出先が決まっていない土量、土質、
搬出予定時期等をシステムに登録。

②建設発生土の利用希望者が利用場所、利用量、土質、利用希望時
期、利用方法等をシステムに登録。

③システム管理者が発生土の一時ストックヤード、土捨場等の場所、9,042
　⑤内陸受入地

　　（うちｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ経由1,753）

⑩
現場内
利用量
14,625

65%

課題②

③システム管理者が発生土の 時ストックヤ ド、土捨場等の場所、
受入可能容量、土質、受入可能時期、積み方について情報登録。

④工事実施者と発生土利用希望者が、システム上で相互に情報閲覧
し個別に調整を行うことでマッチング。

⑤あわせて、システム管理者がマッチング調整役を担い、搬出者と利

出典：平成24年度建設副産物実態調査（国土交通省）

⑤あわせて、システム管理者が ッチング調整役を担い、搬出者と利
用希望者とのマッチング促進。

＜システムの確立手法＞
－建設業界に民間開発事業も含めた情報登録を依頼。
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出典：平成24年度建設副産物実態調査（国土交通省） 建設業界 民間開発事業 含 情報 録を依頼。
－当初は一部地域でシステム試行運用し、課題抽出の上、本格運用。



建設発生土の再利用促進に向けた具体的取組案(2/2)

■建設発生土のリサイクルフロー

課題②（民間の一時ストックヤードでの不適切な取扱
いを抑止）：

【施策メニュー案】

単位 3

⑩
現場内
利用量
14,625

建

●システム管理者は一時ストックヤードの受入情報を
定期的にチェックし、公衆災害（土砂崩落）の懸念があ
る場合は、個別調査により適切な取り扱いが行われて

るかを確認 適切な事例 は是 を要請
② 事間利用（内陸部 事 海面事業等）

⑨
搬入土砂

⑧新材
（山砂等）
　　2,633 12%

単位：万ｍ3建
　
設
　
発
　
生
　
土

いるかを確認し、不適切な事例には是正を要請。

●一時ストックヤードで受入後に発生土を移動させる
場合は 二次受入者にその後の利用箇所 利用土量

①
場外搬出量

14,079

②工事間利用（内陸部工事、海面事業等）
4,332

（うちｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ経由1,154）

③土質改良プラント 706

⑦再生砂　144
（ｺﾝｸﾘｰﾄ塊より）

搬入 砂
　利用量

7,841

3%

19%

0.1%

31%

5%

⑥建設汚泥処理土 26 1%

土

砂

利

用

　
発
　
生
　
量

課題① 場合は、二次受入者にその後の利用箇所・利用土量・
利用方法、積み方等の情報登録を要請。

9,042
　⑤内陸受入地

　　（うちｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ経由1,753）

64%

⑩
現場内
利用量
14,625

65%

量課題①

課題②
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出典：平成24年度建設副産物実態調査（国土交通省）



課題（再生クラッシャラン利用は砕石利用の32%。もっとよ
促進 きな

【背景】
都 建築物等 解体 が増 れ 伴う

地域固有の課題解決の促進に向けた具体的取組案（コンクリート塊の例）

り促進できないか）大都市での建築物等の解体量が増加し、これに伴うコンク
リート塊発生量が増大しており、東京・大阪では再生クラッ
シャランが滞留傾向との声あり。但し実データは不明。

⑨Ａs合材

⑦Ａs合材
(新材）

493

Ａｓ用骨材等
1,875

単位：万トン

12%
再資源化施設における再
資源化・縮減率 99.6%

都道府県別 生ク 在庫状 変化

■コンクリート(Co)塊のリサイクルフロー

①
Ａs搬出量

2,577

⑧再生Ａs合材
　　　3,478

③再資源化
　 施設へ
　　2,570

⑨
利用量
3,971

最終処分場

再生
砕石等

957

⑨鉱さい 782

再資源化施設
As破砕,合材

④最終処分 3
0.1%

88%

Ａs
発生量
  2,588

［うち、現場内利用］
11

⑥最終処分
10(0.4%)

⑤
再資源化
　 2,560
     99%

現場内利用
542

現場内利用
6

②工事間利用4(0.2%）

年度単純

■都道府県別再生クラッシャランの在庫状況変化
→ 首都圏等では全国平均と比較し平成25年度の在庫

が豊富にある。

①
Ｃo搬出量
　　3,092

⑧再生砕石
　　　4,040

③再資源化  
　 施設へ
　　3,070

再生ｺﾝｸﾘｰﾄ砂
289

⑩砕石類
利用量
12,711

再資源化施設
Co破砕

④最終処分 7 
             0.2%

32%

6%

粒度調整等
300

Ｃo
発生量
　3,175

［うち、現場内利用］
83

⑥最終処分
13(0.4%)

⑤
再資源化
　 3,058
     99%

②工事間利用14(0.4%）

1.0

1.5

2.0

2.5

北海道
青森県

岩手県
宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県
沖縄県

H21年度単純平均

H25年度単純平均
在庫指数

１（豊富）

２（普通）

３（やや品不足）

４（不足）

全国平均

⑦砕石（新材）
　　7,890

62%

アスファルト・コンクリート塊 コンクリート塊

管理指標：再資源化率

3.0

3.5

4.0

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

出典：平成24年度建設副産物実態調査（国土交通省）

再資源化率　　　  ②＋⑤
　　　　　　　　　    　　① ＝99.5%

アスファルト コンクリ ト塊

再資源化率　　　  ②＋⑤
　　　　　　　　　    　　①

＝99.3%

コンクリ ト塊

長野県

新潟県

富山県

石川県

岐阜県

静岡県

愛知県
三重県大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

【要因】
・再生クラッシャランは砕石（新材）よりも安価であるにも

データ出典：主要建設資材需給・価格動向調査（国土交通省）

三重県
福井県

滋賀県
京都府

大阪府

【施策メニ 案】

再 クラッシャラ 砕 （新材） りも安価 ある も
かかわらず、利用可能な箇所（路盤材、埋戻し材・裏込
め材、基礎材）での利用が十分図られていないのでは
ないか。
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【施策メニュー案】
●関係省庁、産廃業界と連携し、再資源化施設における再生クラッシャランのストック状況・変動をデータ化
●再生クラッシャラン及び砕石（新材）の利用状況（用途、利用量、利用率など）をモニタリングし、従来利用が不十分な

発注者や建設業者へ個別ヒアリング・利用徹底を要請



①品目毎の現場搬出状況等のモニタリング

建設副産物物流のモニタリング強化の具体的取組案(1/2)

①品目毎の現場搬出状況等のモニタリング

・建設混合廃棄物、建設発生木材、建設汚泥について、搬出状況（搬出先、直接最終処分要因など）を
モニタリングし、再資源化施設への搬出が不十分な業者へ個別要請。

②再生資材の利用状況 ストック状況のモニタリング②再生資材の利用状況・ストック状況のモニタリング
・再生クラッシャランの利用状況をモニタリングし利用が不十分な発注者や建設業者へ利用徹底を要請。

③リサイクル阻害要因や再生資材利用状況の項目追加
建設副産物実態調査等で用いている「建設副産物情報交換システム（COBRIS） をベ スに 建設工・建設副産物実態調査等で用いている「建設副産物情報交換システム（COBRIS）」をベースに、建設工

事におけるリサイクル阻害要因（直接最終処分場への搬出理由など）や再生資材利用状況（用途、利
用量、利用率など）に関する項目を新たに追加し、建設副産物の物流情報をシステム上でデータ登
録・収集できるよう改善。録 収集できるよう改善。

④既存届出情報に基づく情報補完

・当初は情報登録やデータ補足率が十分上がらないことが想定されることから、これらの情報把握のた
め 既存法令に基づく届出等（建設リサイクル法に基づく再生資源利用（促進）計画書（実施書） 廃棄め、既存法令に基づく届出等（建設リサイクル法に基づく再生資源利用（促進）計画書（実施書）、廃棄
物処理法に基づくマニフェスト情報など）を活用。

⑤業界団体への協力要請

・現在のCOBRIS利用率は国交省直轄工事はほぼ10割なものの 地方公共団体は約2～3割 民間企業・現在のCOBRIS利用率は国交省直轄工事はほぼ10割なものの、地方公共団体は約2～3割、民間企業
はごく僅かなことから、特に民間工事のデータ捕捉率の拡大を目指して、地方公共団体・民間会社・建
設業団体・解体工事業団体等へCOBRIS 利用・情報登録を協力要請。

⑥定期的なデ タ整理 統計化
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⑥定期的なデータ整理・統計化
・データ整理は、各年度を基本に、四半期毎・月毎の集計も可能な限り実施し、データ収集頻度を向上。



建設副産物物流のモニタリング強化の具体的取組案(2/2)

品目 従来から把握している項目 新たに把握すべき項目

アスファルト塊、
コンクリート塊

標準 ：発生量、現場内利用量、場外搬出
量（内訳：工事間利用、再資源化施設、最
終処分場）、再資源化状況（内訳：各再生

各建設工事における再生クラッシャラン
等の再生資材（建設副産物由来以外の
再生資材も含む）の利用状況（用途、利終処分場）、再資源化状況（内訳：各再生

資材、処分）
再生資材も含む）の利用状況（用途、利
用量、利用率など）、再資源化施設での
再生クラッシャランのストック状況

建設発生木材 上記標準に加え、焼却施設への場外搬出 直接最終処分場への搬出理由（発生状
量、減量化量、再資源化状況（焼却等の
縮減）

態含む）

建設汚泥 上記標準に加え、再資源化状況（脱水等
減容）

各建設工事における建設汚泥再生品の
利用状況（用途 利用量 利用率など）減容） 利用状況（用途、利用量、利用率など）、
直接最終処分場への搬出理由（発生状
態含む）

建設混合廃棄 上記標準に加え 焼却施設 の場外搬出 発生量（品目内訳の概数） 直接最終処建設混合廃棄
物

上記標準に加え、焼却施設への場外搬出
量、再資源化状況（品目分別、単純焼却）
（現場内利用、工事間利用関係はなし）

発生量（品目内訳の概数）、直接最終処
分場への搬出理由（発生状態含む）

建設発生土 発生量、現場内利用量、場外搬出量（内
訳：工事間利用、土質改良プラント、内陸
受入地）、搬入土砂利用量（内訳：新材、
建設汚泥処理土など）

内陸受入地の具体的箇所・引渡し相手
のほか、建設発生土（官民）の発生予定
情報、一時ストックヤード関係情報。
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建設汚泥処理土など）

※赤文字：個々の建設工事から把握するデータ、青文字：個々の再資源化施設から把握するデータ



建設リサイクルの推進にあたり取り組むべき方策（1/2）

４ 引き続き取り組むべき方策 ３ 新たに取り組むべき重点方策

(1)情報管
理と物流
管理

①住宅履歴情報整備
②建設副産物実態調査

（１）建設副産物物流のモニタリング強化
①建設副産物物流のモニタリング(原則毎年)
②混廃・木材・汚泥の搬出状況、直接最終処

分要因のモニタリング強化
③再生クラッシャランのストック状況のデータ

ベース化

（６）建設発生土の有効利用・適正処理の促進
強化強化

②建設発生土の物流監視システムの構築

(2)関係者
の連携強
化

①ノウハウの相互活用
②設計段階におけるリサイクルしやすい

構造・資材の採用

（２）地域固有の課題解決の促進
①各建設副産物対策地方連絡協議会におけ

る地域固有の課題抽出・解決化 構造・資材の採用
③連携強化・意見交換、ニーズ把握

る地域固有の課題抽出・解決

(3)理解と参
画の推進

①費用負担情報提供・啓発
②優れた取り組み周知
③広報活動継続

（３）他の環境政策との統合的展開への理解
促進

①木材焼却 ネルギ 回収の導入事例 効果③広報活動継続
④講習会・研修

①木材焼却エネルギー回収の導入事例・効果
の周知

(4)建設リサ ①解体工事体制確保 －( )
イクル市
場の育成

②高質な企業取り組みの情報発信
③入札契約方式の活用

(5)技術開
発等の推

①新技術活用
②カスケード利用

－

15

発等の推
進

②カスケ ド利用
③リサイクル技術普及
④他産業での需要拡大
⑤試験研究支援



４ 引き続き取り組むべき方策 ３ 新たに取り組むべき重点方策

建設リサイクルの推進にあたり取り組むべき方策（2/2）

４ 引き続き取り組むべき方策 ３ 新たに取り組むべき重点方策

(6)発生抑制 ①社会資本の戦略的維持管理・更新
②住宅長寿命化
③既存ストック有効活用
④計画・設計段階での配慮

－

④計画・設計段階での配慮

(7)現場分別 ①解体作業の適正化
②現場分別作業員の教育強化
③小口巡回共同回収導入促進
④現場巡回の充実

（４）再資源化・縮減率向上のための現場分
別・施設搬出の徹底強化

①混廃の現場分別徹底の協力依頼・モニタリ
ング結果に基づく個別要請④現場巡回の充実 ング結果に基づく個別要請

(8)再資源
化・縮減

①混廃再資源化強化
②廃石膏ボードリサイクル

（４）再資源化・縮減率向上のための現場分
別・施設搬出の徹底強化

②混廃・木材・汚泥の再資源化施設への搬出
徹底協力依頼・モニタリング結果に基づく個
別要請

③優良な混廃・汚泥の再資源化施設の把握・
搬出促進

(9)適正処理 ①電子マニフェスト促進
②適正処理指導・監督
③CCA処理木材、石綿適正処理
④自然由来重金属土砂対応

（６）建設発生土の有効利用・適正処理の促進
強化

③建設発生土不適切取扱いの確認・要請

(10)再使
用・再生
資材の利
用

①資材再使用促進
②他産業副産物の活用
③再生骨材コンクリート事例周知
④発生土の中期的利用調整

（５）建設工事における再生資材の利用促進
①再生資材利用状況に関する指標導入・モニ

タリング結果に基づく利用徹底の個別要請
②建設汚泥の先進的な利用事例周知
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用 ④発生土の中期的利用調整
⑤一時ストックヤード活用
⑥浚渫土砂有効利用
⑦災害廃棄物有効利用

②建設汚泥の先進的な利用事例周知

（６）建設発生土の有効利用・適正処理の促進
強化

①建設発生土の官民一体的なマッチング強化



建設リサイクル推進に係る方策（とりまとめ案）概要

１ これまでの施策経緯（建設リサイクル推進計画2008策定後～）
●建設リサイク 推進計画2008 は 「関係者の意識の向上と連携強化 「持続可能な社会を実現するための他の環境政策との統合的展開 「民間主体の●建設リサイクル推進計画2008では、「関係者の意識の向上と連携強化」、「持続可能な社会を実現するための他の環境政策との統合的展開」、「民間主体の

創造的取り組みを軸とした建設リサイクル市場の育成と技術開発の推進」を柱に据え、多角的な各種施策を展開。
●第四次環境基本計画（H24.4閣議決定） 、第三次循環型社会形成推進基本計画（H25.5閣議決定）では、リサイクルのみならずリデュース・リユース重視の

取組み強化、統合的な環境負荷軽減、地域循環圏の高度化等を配慮。 国交省環境行動計画（H26.3策定）では循環型社会の形成を１つの柱に位置付け。
●平成24年度建設副産物実態調査結果より、全般的には再資源化・縮減率は向上しており順調。一部、H24目標が未達成となった品目（建設混合廃棄物、建

設発生木材）があったことから若干の改善が必要設発生木材）があったことから若干の改善が必要。

●社会資本の維持管理・更新時代の到来や東京オリンピック・パラリンピックに向けたインフラ関連工事の必要性等、建設リサイクルを取り巻く近年の状況を踏
まえると、将来的に建設副産物の発生増の懸念あり。大都市圏での再生クラッシャランの滞留懸念といった、特定の地域で固有課題が発生。

２ 中期的に目指すべき方向性
＜目標設定のあり方＞

●アスファルト塊 コンクリート塊・・・再資源化率が低下しないよう維持＜当面の主要課題＞ ●アスファルト塊、コンクリ ト塊・・・再資源化率が低下しないよう維持
●建設発生木材・・・引き続き目標達成を目指す
●建設汚泥、建設発生土・・・より高い数値目標を設定
●建設混合廃棄物・・・指標を発生量から率ベースに改定

＜当面の主要課題＞
①将来的な建設副産物の発生増への対応
②地域ごとに異なる建設リサイクルに係る課題
③循環型社会の形成に向けた建設リサイクル分野としての貢献

３ 当面の主要課題に対して新たに取組むべき重点方策
(13方策)

（４）現場分別・施設搬出の徹底強化
①混廃の現場分別徹底の協力依頼・モニタリング結果に基づく個別要請
②混廃・木材・汚泥の施設搬出徹底協力依頼・モニタリング結果に基づく個別要請
③優良な混廃・汚泥の再資源化施設の把握・搬出促進

（１）建設副産物物流のモニタリング強化
①建設副産物物流のモニタリング実施（原則毎年）
②混廃 木材 汚泥の搬出状況 直接最終処分要因の

（６）建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化

（５）建設工事における再生資材の利用促進
①再生資材利用状況に関する指標導入・モニタリング結果に基づく利用徹底要請
②建設汚泥の先進的な利用事例の周知

（２）地域固有の課題解決の促進
①地方ブロック毎の地域固有の課題抽出・解決

②混廃・木材・汚泥の搬出状況・直接最終処分要因の
モニタリング強化

③再生クラッシャランのストック状況のデータベース化

（６）建設発生土の有効利用 適正処理の促進強化
①建設発生土の官民一体的なマッチング強化
②建設発生土の物流監視システムの構築
③建設発生土の不適切な取扱いの確認・要請

①地方ブロック毎の地域固有の課題抽出・解決

４ 建設リサイクル推進にあたり引き続き取り組むべき方策(38方策)

（３）他の環境政策との統合的展開への理解促進
①木材焼却エネルギー回収の導入事例・効果の周知

上記５１方策を着実に実行され、建設副産物の発生抑制・再資源化・再生利用・適正処理等の一層の推進を期待 17

４ 建設リサイクル推進にあたり引き続き取り組むべき方策(38方策)
(1)情報管理と物流管理(2方策)   (2)関係者の連携強化(3方策)   (3)理解と参画の推進(4方策)   (4)建設リサイクル市場育成(3方策)   (5)技術開発等の推進(5方策)
(6)発生抑制(4方策) (7)現場分別(4方策) (8)再資源化・縮減(2方策） (9)適正処理(4方策) (10)再使用・再生資材利用(7方策)


